
兵庫県地域防災計画の当面の見直しの方針について（案） 

 

Ⅰ．趣旨 

兵庫県は、平成７年１月に発生した阪神・淡路大震災の経験と教訓を踏まえ、災害に

よる惨禍を二度と繰り返さないため、地域防災計画を全面改定するとともに、その後の

県内外の災害を踏まえ、地域防災計画を随時見直し、防災体制の充実に努めてきた。 

しかしながら、Ｍ９．０という巨大な地震津波と、原子力発電所事故という広域的複

合災害をもたらした東日本大震災は、改めて「防災」から「減災」の視点の重要性を再

認識させた。 

この東日本大震災の経験と教訓を踏まえ、近い将来発生が確実視されている南海トラ

フの巨大地震や頻発する自然災害に備えるため、地域防災計画を修正し、減災社会の実

現をめざす。 

 

Ⅱ．地域防災計画見直しの考え方 

１．津波対策の充実 

  中央防災会議における本格的な津波シミュレーションに基づき、県においても津波被

害想定を行う。その間、現行想定の津波高を２倍程度とした「津波被害警戒区域図（暫

定）」を基に、避難対策等のソフト対策の充実を図る。 

  なお、東南海・南海地震については、上記のシミュレーション結果の完了次第、地域

防災計画に反映する。 

２．男女共同参画の視点 

  男女双方の視点に配慮した防災を進めるため、防災に関する政策・方針決定過程及び

防災の現場における女性の参画を拡大し、男女共同参画の視点を取り入れた防災体制を

確立する。 

３．広域的な防災体制の充実 

関西全体の安全・安心を向上させ、国内のみならず世界の防災・減災モデル“関西”

の実現を目指す関西広域連合「関西防災・減災プラン」と整合性を図り、構成府県等と

連携して関西全体の応援・受援をはじめとする防災・減災に関わる広域的課題に対応す

る。 

４．直近災害の経験と教訓 

  平成 21 年台風９号災害等の直近災害の経験・教訓を反映し、防災対策の充実を図る。 

 

 

 



Ⅲ．地域防災計画の主な見直し内容 

【最重要項目】 

■防災の基本方針の明確化 

  ・「減災」の考え方を防災の基本方針とすることを記載 

第１編：総則 １節：計画の主旨    

 

１．地震・津波対策の充実 

○「津波災害対策計画編」の新設 

  ・災害予防計画編の１節であった「津波災害対策の推進」部分を日本海側の津波

災害対策も含め「津波災害対策編（兼東南海・南海地震防災対策推進計画）」

として記載を充実 

第６編：津波災害対策計画 

○津波発生に備えた暫定的な対策の実施 

・東日本大震災による津波被害を受け、暫定的な津波高さ（現想定の２倍：但し

日本海は現想定）を設定し、避難体制を整備することを記載 

   ＊H24 年度以降に国の新たな知見に基づく津波シミュレーションを実施予定 

第６編：津波災害対策計画 

○津波に対する住民避難を軸とした総合的な対策の実施 

  ・各関係県民局に設置している「東南海・南海地震防災対策推進協議会」におい

て住民避難を軸とした総合的な対策を行うことを記載 

    第６編：津波防災対策計画 １章：基本方針 

○津波警報等の伝達及び避難体制確保 

  ・携帯電話へ直接情報を一斉メール配信するシステムとひょうご防災ネットとの

連携運用について記載 

    第２編：災害予防計画 ２章：災害応急対策への備えの充実 

                   ５節：情報通信機器・施設の整備・運用 

 

２．男女共同参画の視点 

○避難所における生活環境改善や女性ニーズへの配慮 

  ・避難所におけるプライバシーの確保、女性の避難所運営への参画を記載。 

    第３編：災害応急対策計画 ３章：円滑な災害応急活動の展開 

 ４節：避難対策の実施 

 

３．広域的な防災体制の充実 

○関西広域連合と九州地方知事会との災害時の相互応援に関する協定 

・関西広域連合と九州地方知事会との応援協定締結を記載 

    第２編：災害予防計画 ２章：災害応急対策への備えの充実 

                       ３節：広域防災体制の確立 

 



○関西広域連合での「災害時における帰宅困難者支援に関する協定」の締結 

・関西広域連合が兵庫県を含む関西２府６県４政令市を代表してコンビニエンスス

トア・外食事業者等との間で新たに協定締結を記載 

    第２編：災害予防計画 ２章：災害応急対策への備えの充実 

                      12 節：災害時帰宅困難者対策の推進 

 

４．直近災害の経験と教訓 

○ひょうご災害緊急支援隊の発足 

・大規模災害が発生した際、災害対応の知識や経験を持つ県・市職員などを派遣し

て、被災者対策など当該市町が行う応急対策について支援し、被災地の早期復旧

に資するため、「ひょうご災害緊急支援隊」の発足を記載 

    第２編：災害予防計画 ２章：災害応急対策への備えの充実 

                          ３節：広域防災体制の確立 

○避難勧告発令判断基準等策定のためのガイドライン作成 

・市町の適時適切な避難情報の発令に資するため、市町がマニュアルを作成するに

際しての手順や指針について具体例を示したガイドラインの作成を記載 

    第２編：災害予防計画 ２章：災害応急対策への備えの充実 

                          11 節：避難対策の充実 

 

【重要項目】  

１．津波対策の充実 

 ○比較的頻度の高い津波に対する海岸保全施設等の整備 

  ・第４次地震防災緊急事業５カ年計画（計画期間：H23～27 年度）に基づき、安政南

海地震レベルの津波（比較的頻度の高い津波）に対する海岸保全施設等を整備する

ことを記載 

    第２編：災害予防計画 ４章：堅牢でしなやかな地域防災基盤の整備 

 ５節：河川、海岸、ため池施設の整備 

 ○津波に強いまちづくり 

  ・浸水被害想定調査を踏まえた「津波災害対策の重点的推進地域」として具体的地域

（南あわじ市＜福良地区、沼島地区、阿万地区＞）を記載 

    第６編：津波防災対策計画 

 ５章：津波からの防護及び円滑な避難の確保に関する事項 

         １節：津波に対する体制整備 

 ○県民への防災知識の普及 

  ・県民に対する防災実践活動推進のため、ひょうご安全の日推進県民会議と連携し、

県民グループ等からの依頼に応じて、家具等の転倒防止、住宅の耐震化等に関する

講師派遣を記載 

    第２編：災害予防計画 ３章：県民参加による地域防災力の向上 

                         １節：防災に関する学習等の充実 

  



○地震・津波に関する研究及び観測体制の充実 

  ・津波に対して、確実に水門や陸閘等を閉め、観光客等が速やかに避難できる施設と

して福良港津波防災ステーション（南あわじ市福良地区）、遠隔監視カメラ（南あわ

じ市阿万地区）等の施設整備を記載 

    第６編：津波防災対策計画 

５章：津波からの防護及び円滑な避難の確保に関する事項 

                   ２節：津波からの防護のための施設の整備 等 

 ○地震の揺れによる被害の軽減策 

  ・埋立地や旧河道等の液状化のおそれのある箇所を始めとして、浅部の地盤データの

収集とデータベース化の充実を記載 

    第２編：災害予防計画 ４章：堅牢でしなやかな地域防災基盤の整備 

      ４節：地盤災害の防止施設等の整備 ７款：地盤の液状化対策の実施 

 ○避難勧告等に資する土砂災害緊急情報の市町への提供 

  ・河道閉塞による土石流、土砂災害（近畿地方整備局所管）及び地すべり（兵庫県所

管）の危険情報について、市町が適切に住民の避難勧告等の判断を行えるよう情報

提供することを記載 

    第３編：災害応急対策計画 ３章：円滑な災害応急活動の展開 

             23 節：公共土木施設等の応急復旧及び余震対策等の推進 

 

２．男女共同参画の視点 

○県看護協会の役割を記載 

・災害時の災者の暮らしや心身両面への支援に関する県看護協会の業務を記載 

    第３編：災害応急対策計画 ３章：円滑な災害応急活動の展開 

      ７節：保健衛生、感染症対策、遺体の火葬等の実施 ２款：健康対策の実施 

＊男女共同参画センター作成の「男女共同参画の視点に立った防災ハンドブック」の

内容を反映予定（２次照会） 

 

３．広域的な防災体制の充実 

○関西広域連合との連携 

・大規模広域災害時に的確な応援・受援が実施できるように、関西広域連合の関西防

災・減災プランと当該計画との整合性の確保を図るなど広域連合との連携体制を確

立することを記載 

    第２編：災害予防計画 ２章：災害応急対策への備えの充実 

                         ３節：広域防災体制の確立 

○近畿地方整備局における緊急災害対策派遣隊（ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ）の創設 

・近畿地方整備局の災害応急対策業務にとして、緊急災害対策派遣隊による、「緊急を

要すと認められる場合の緊急対応の実施」を記載 

    第１編：総則 ２節：防災機関の事務又は業務の大綱 

    第２編：災害予防計画 ２章：災害応急対策への備えの充実 

                         ３節：広域防災体制の確立 



○広域防災拠点の全県的整備 

・阪神南と丹波の広域防災拠点供用開始により広域防災拠点（三木全県及びブロック拠

点）の整備完了を記載 

    第２編：災害予防計画 ２章：災害応急対策への備えの充実 

６節：防災拠点の整備 

 

４．直近災害の経験と教訓 

 ○防災対策用地図（メッシュ地図）による位置情報の共有化 

・ヘリコプター等の空からの支援時に位置情報の特定が難しい中山間地等において、

予め孤立可能性集落を抽出し、メッシュコードによる救助ポイント等を整理し、事

前に共有することを記載 

    第２編：災害予防計画 ２章：災害応急対策への備えの充実 

                       18 節：中山間地等における地震対策 

○阪神・淡路大震災の教訓「伝える」の発行 

・復興 10 年総括検証報告書に基づき、震災復旧・復興から被災者の関心事の推移に着

目し 100 の教訓を抽出した冊子の発行を記載 

    第２編：災害予防計画 ６章：阪神・淡路大震災の教訓の発信と継承 

                ２節：復興 10 年総括検証・提言事業の成果の発信 

 ○震災障害者（震災で障害を負った方）への対応 

・震災で障害を負った方の把握に努め、必要なこころのケア等の支援を行うとともに、

医療や支援に関する情報提供や総合的な相談対応を行うことを記載 

    第３編：災害応急対策計画 ３章：円滑な災害応急活動の展開 

                     ９節：災害時要援護者支援対策の実施 

○震災遺児（震災で親（保護者）を亡くした子ども）への対応 

・災害で親（保護者）を亡くした子ども把握に努め、必要な保護やこころのケア等の支

援を行うとともに、民間支援団体等との連携を記載 

    第３編：災害応急対策計画 ３章：円滑な災害応急活動の展開 

                     ９節：災害時要援護者支援対策の実施 

○高速道路管理者との相互協力に関する協定締結 

・被災地の早期復旧と高速道路利用者の安全確保を図るための協定について記載 

  ＜協定締結高速道路管理者＞ 

・西日本高速道路(株)  (H22.1 締結) 

・阪神高速道路(株)   (H22.12 締結)  

・本州四国高速道路(株) (H22.12 締結) 

    第３編：災害応急対策計画 ３章：円滑な災害応急活動の展開 

           ３節：交通・輸送対策の実施 １款：交通の確保対策の実施 

 

【その他の主な修正内容】  

 ○指定地方公共機関の追加 

  ・県内の鉄道等輸送機関、医療関係機関の追加を記載 



 ＜追加機関＞ 

 〔鉄道等輸送機関〕 

  ・神戸新交通(株) ・北神急行電鉄(株) ・能勢電鉄(株) ・北条鉄道(株) 

 ・北近畿タンゴ鉄道(株) ・智頭急行(株) ・阪神バス(株) 

 〔医療関係機関〕 

  ・(社)兵庫県看護協会 ・(社)兵庫県歯科医師会 ・(社)兵庫県薬剤師会 

  ・(社)兵庫県獣医師会 ・(社)神戸市獣医師会 

    第１編：総則 ２節：防災機関の事務又は業務の大綱 

  

 ○緊急用河川敷道路の確保 

・近畿地方整備局が管理する加古川緊急用河川敷道路の活用について記載 

    第２編：災害予防計画 ２章：災害応急対策への備えの充実 

                          10 節：緊急輸送体制の整備 

 ○家財再建共済制度の開始 

・県が阪神・淡路大震災の教訓を踏まえて創設した兵庫県住宅再建共済制度に、住宅

に存する家財の補修・購入を対象に追加することを記載 

    第２編：災害予防計画 ６章：阪神・淡路大震災の教訓の発信と継承 

                          ５節：住宅再建共済制度の推進 

 ○副防災監・危機管理員の設置 

・新たに設置された防災組織体制を記載    

副防災監：危機発生時の統括責任者である防災監を補佐・代理 

危機管理員：全庁統一の危機管理体制を確立することにより、危機事案発生時に

おける迅速かつ的確な対応力を強化するため各部総務担当局長、各

県民局副局長等が兼務 

    第２編：災害予防計画 ２章：災害応急対策への備えの充実 

                            １節：組織体制の整備 

 ○緊急地震速報（警報）の放送実施 

・緊急地震速報を報道機関等の協力を求めて住民等へ周知することを記載 

    第３編：災害応急対策計画 ２章：迅速な災害応急活動体制の確立 

                            ３節：情報の収集・伝達 

 ○兵庫 DMAT 指定病院の活動 

・兵庫 DMAT 運営要綱に基づき、要件を満たす病院を兵庫 DMAT 指定病院に指定するこ

とを記載 

    第３編：災害応急対策計画 ３章：円滑な災害応急活動の展開 

        ２節：救助・救急、医療対策の実施 ３款：医療・助産対策の実施 

 ○兵庫県道路公社の通行規制基準の明示 

・通行規制の基準を記載 

    第３編：災害応急対策計画 ３章：円滑な災害応急活動の展開 

           ３節：交通・輸送対策の実施 １款：交通の確保対策の実施 

 



 ○政府所有米穀の取扱い変更 

・災害時における政府所有米の引渡について、農林水産省を通じた一元化移行を記載 

    第３編：災害応急対策計画 ３章：円滑な災害応急活動の展開 

      ６節：食料・飲料水及び物資の供給 １款：食料の供給 

  

 ○災害時における動物救護活動に関する協定の締結 

・活動実績のある４団体と被災動物救護活動を円滑に実施するための協定締結を記載 

  ＜協定４団体＞   

   (社)兵庫県獣医師会 

   (社)神戸市獣医師会 

   (社)日本動物福祉協会阪神支部 

   (社)日本愛玩動物協会兵庫県支部 

    第３編：災害応急対策計画 ３章：円滑な災害応急活動の展開 

                      10 節：愛玩動物の収容対策の実施 

 ○「東海地震に関連する調査情報」等の運用開始 

・気象庁が発表する「東海地震に関連する情報」の情報名称の変更及びカラーレベル

の導入を記載 

    第３編：災害応急対策計画 ３章：円滑な災害応急活動の展開 

      24 節：東海地震にかかる警戒宣言等に対する対応 


